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1. 背景と目的 

循環型社会の形成が求められる中、リサイクルについ

ては一定普及してきたものの、より優先順位の高いリデ

ュース、リユース行動（以下、2R 行動）の普及は十分

ではなく、その普及促進が重要な課題となっている 1)。

2R 行動は分別のようにルール化されることが少なく、

その促進については、関心を持ってもらうところから自

発的に行動を開始し継続するに至るまでのプロセスを効

果的に促す取組が求められる。 

2R 行動の影響要因については、前田ら 2）がインター

ネット調査を用いて分析しており、分析を行った3つの

2R 行動については、個人規範と便益評価の影響が大き

いことが示されている。また、2R 行動の促進に向けた

行動変容実験については、井奥 3）による肉の袋売りの普

及促進、齋藤 4）による食料品小売店における省容器包装

販売の研究などがあり、それぞれ 2R 型商品の陳列と購

買段階の情報提供による行動変容について検討し、対象

行動に対する消費者受容性が一定あることを明らかにし

ている。しかし 2R 行動の普及促進においては啓発型の

施策が多いにもかかわらず、意識変容・行動変容に対す

るコミュニケーション施策についての研究はあまり行わ

れていない 5)。 

一方、交通行動の分野では、社会的に望ましい交通行

動を自発的に行う傾向を促進することを目指した交通施

策として種々のコミュニケーション施策が開発されてい

る。そのうちの1つとして行動プラン法があり、環境問

題の緩和を目指した交通行動の行動変容に対して一定の

効果が認められている 6),7）。 

そこで本研究では、2R 行動の一つであるマイボトル

の持参行動を取り上げ、その持参促進に向けたコミュニ

ケーション手法の有効性を評価することを目的とする。

その手法の一つとして本研究では行動プラン法の適用可

能性を検討する。また行動のメリットの認識を高めるた

めの手法として、マイボトルとワンウェイ容器で、対象

者自身の年間の飲料代やCO2排出量を計算し、比較して

もらう介入（以下、コスト比較計算、負荷比較計算）の

効果についても評価する。併せてマイボトルに関する

様々な情報提供も行い、その効果についても検討する。 

 ただし、無関心な人と行動意図の高い人では、効果に

違いがあることも考えられる。禁煙行動や食生活指導な

どの分野では、このような違いを考慮して介入を行う際

に、しばしばトランス・セオレティカル・モデル（以下、

TTM）が適用され、その有効性が認められている。本研

究ではTTMの考え方も取り入れて検討を行う。   

また、調査・介入を面接法と集合法の2つの方法で行

う。禁煙行動等で TTMに基づく介入が行われる際には

対面型で行われるのが一般的である。そこでこれと類似

の方法として対面型の面接法による介入の有効性を検討

する。しかし、実際に施策化を行う際は、一度にある程

度多人数を対象として実施できる方が取り組みやすい。

そこで、本研究では集合法による調査・介入も行い、施

策として非対面型で行う場合の効果と課題についても検

討を行う。また各介入の効果を検討するため、行動プラ

ン法のみを適用する調査1とコスト比較計算、負荷比較

計算も導入する調査2の2つの調査を行った。ただし紙

面の都合でここでは調査2の結果についてのみ報告する。 

2.2R行動におけるマイボトル持参行動の位置づけ 

 マイボトルの持参行動は近年社会的にも注目されてい

る 2R 行動の一つである。マイボトルの持参行動は、エ

コの観点のほか、節約・おしゃれという環境面以外でも

利点があり、他の 2R 行動と比べて消費者が取り組みや

すい行動だと考える。しかしながら、持参率は携帯タン

ブラーで13.4％、水筒・ステンレスボトルで23.6％（首

都圏の職場への持参状況調査）と必ずしも高くない 8）。

そこで環境省においても 2010 年にマイボトル・マイカ

ップキャンペーンの実施を行い、企業や大学と協力して

マイボトル・マイカップの利用促進を進める実証事業が

実施されている。横浜市や大阪大学では、ステンレスボ

トルを無料配布し、マイボトルの利用状況や、環境に対

する意識調査を行った。そして「マイボトルの購入」を

経済的に援助するという方法により、回答者の9割近く

が1週間に1回以上マイボトルを使用したという結果が

報告されている。しかしながらこれを施策化することは

困難と考えられ、コミュニケーションを主体とした啓発

手法が必要だと考えられるが、そのような研究は行われ

ていない。そこで本研究ではマイボトルの持参行動に対

するコミュニケーション手法を取り上げることとした。 

3．TTMと行動プラン法 

TTMは 1983年にProchaskaが提案した変容ステー

ジを中心概念とする行動変容モデルである 9）。変容ステ

ージを前熟考期・熟考期・準備期・実行期・維持期の 5

段階に分け、ステージに応じた介入を行うことで、段階

的かつ効果的に行動変容を促すことを想定している。 

一方、行動プラン法は、行動するとしたらどうするか

具体的な「行動プラン」の策定を要請する方法である。

通常、行動プラン作成に必要な情報提供と併せて行われ



るが、本研究では、行動プラン作成に必要な情報と併せ

て対象者の動機を高めるための情報提供も行うため、情

報提供は独立した介入として分析を行う。 

4.調査2―行動プラン法とコスト・負荷計算の評価 

4.1.はじめに 

調査2では、調査1の結果と課題を踏まえ、行動プラ

ン法に加えて、動機・行動意図を高めるためにコストや

環境負荷を計算するワークシートを導入し、関連する情

報提供も追加して、介入の有効性を検討した。先に述べ

たように紙面の都合で、調査2の結果のみ報告する。 

4.2.調査方法 

京都府立大学の学生を対象に、2013年 12月 13日～

12月28日に質問紙調査型の介入を行った。調査概要を

図3に示す。調査対象者のうち、環境に関する2つの科

目A、Bの受講生（36人）に対して集合法で、知人等の

学生（20人）に対して面接法で、それぞれ同様に行った。

ただし科目 B の受講生 20 人の事後調査は調査票の配

布・回収をメールで行った（回収数 6 人）。なおこれら

の調査対象者には調査1の対象者は含まれていない。 

 

図 1 調査概要 

表 1  TTMのステージと判定のための尺度 

 

TTMのステージ判定は表1の尺度に基づいて行った。

調査2では、行動意図に「使うかどうか迷っている」と

いう選択肢を加え、「少し」を選んだ人とともに熟考期と

し、「とても」を選択した人は準備期と判定した。また実

行期と維持期を分けるために「行動頻度（行動の習慣化

の程度）」を加えた。 

事前調査では、他にマイボトルのメリットや続ける自

信、環境配慮行動の実施度等を尋ねた。 

次に介入として、コスト比較計算・負荷比較計算、行

動プラン票、マイボトルの冊子等による情報提供を行っ

た。調査2でコスト比較計算・負荷比較計算を加えたの

は、行動プラン票で調査対象者の実行意図をより効果的

に高めるためには、行動意図が高いことが重要とされて

いるためである。行動プラン票は調査1と同様にマイボ

トル持参の1日の流れをイメージしてもらう介入とした。

情報提供については、表2に概要を整理した。なおマッ

プ以外の資料を1つの冊子として、調査1のときより見

やすくした。 

表 2 情報提供のための資料とその概要 

 

直後調査では、行動意図の変化、各介入の印象、マイ

ボトルのメリット等を調査した。事後調査では、事前調

査と同じステージ判定、マイボトルのメリット、意識・

行動の変化とその理由等を調査した。 

4.3.調査結果と考察 

初めに TTM の適用可能性について検討する。事後調

査で具体的な行動の変化について質問した際に、準備期

の人には「マイボトル購入のことを考えるようになった

（3人中3人）」、「マイボトルについて自分で調べた（3

人中 2 人）」等の自主的な行動が見られた。また、直後

調査での調査全体の印象等を質問した際に、熟考期の人

から「いろいろ作業をしてみて、マイボトルのメリット

も手間も実感したけど、頑張れば自分でもできそう（8

人中6人：記述回答の人数は同趣旨の記述があったこと

を意味する。以下同様）」等の意見が見られたが、できそ

うと答えた 6 人中 3 人が、「できそうだとは思うけど、

やはり面倒」と回答しており、両価性の一面が見られた。

前熟考期の人には、事後調査において「外で飲み物を飲

む機会がないので、自分にとってマイボトルを使うメリ

ットが少ない（集合法：2人中1人）」、「必要ないから（集

合法：2人中1人）」等の意見が見られ、行動に対する関

心のなさが見られた。以上のように調査2でもTTMで

指摘する各ステージの特徴が見られ、マイボトル持参行

動に対して TTM のステージ判定の考え方が適用できる

前熟考 熟考 準備 実行 維持

現在の行動

よく

（習慣づい
ている）

していない している

あまり（たまに持っ

てくる）・時々（た

まに忘れる）
行動頻度

行動意図
全く・あ
まり

少し・迷って
いる

とても

資料名 資料の内容

マップ
京都エコマネーのパンフレット。マイボトルを利用で
きる店舗のマップ、マイボトル利用でエコマネーがも
らえることなどが記載

バリエー
ション

タイプ別のマイボトルの紹介（調査1で用いたものに
タイプ別の価格相場、代表的なメーカー、購入場所
等の情報を追加）

飲料代
比較

マイボトル利用時とPETボトル等使い捨て容器利用
時の飲料代を比較した資料

環境負荷
比較

マイボトル利用時とPETボトル等使い捨て容器利用

時のCO2発生量を比較した資料

利用シーン 利用シーン別のおすすめマイボトルタイプ

飲み物 マイボトル向けの飲み物や手作り飲料等の情報

店舗利用
方法

店舗でのマイボトルの利用方法

店舗情報 京都でマイボトルが利用できるお店の情報

手入れ マイボトルの簡単な手入れ方法



と考えられた。従って、以下では TTM のステージ別に

介入の効果を検討する。 

調査後のステージの上昇を、面接法・集合法別にそれ

ぞれ図2と図3に示す。面接法では、実行期8人中1人、

熟考期5人中2人、前熟考期2人中2人、維持期を除く

全体で 15 人中 5 人（33％）に、集合法では、実行期 6

人中 2人、熟考期 3人中 2人、維持期を除く全体で 14

人中5人（36％）に、ステージの上昇が見られた。調査

1では、ステージの上昇は20人中2人であり、それより

もかなり高い割合となった。 

 

図 2 ステージの変化（面接法） 

 

図 3 ステージの変化（集合法） 

 直後の意識の変化についても、調査1より調査2の

方が、全体的に効果が高く、調査前よりもマイボトル

を使いたいと思うようになった人が20人中19人（面

接法）、29人中 25人（集合法）と 9割近くの人に上

った（図 4、図 5）。調査 2では調査 1の内容に加え

てコスト・負荷比較計算、及び関連する情報提供を行

っており、これらが前熟考期～準備期も含めて行動意

図を高める上で非常に有効だったと考えられる。 

 

図 4 直後の意識変化（面接法） 

 

図 5 直後の意識変化（集合法） 

そこで各介入のステージごとの影響について、それぞ

れに対する印象の記述内容等に基づいて考察する。コス

ト比較計算、負荷比較計算では面接法・集合法に大きな

違いは見られなかったので合わせて考察する。 

コスト比較計算については、維持期の人は、「改めて自

分がこんなに節約できていると実感したし、これからも

続けようと思った（11人中 6人）」等、自分自身の行動

に対する自信に繋がっていた。実行期の人は、「思った以

上の差に驚いた（集合法：7人中4人）」、「マイボトルを

使っていると安心していたけど、思ったよりペットボト

ルにお金使っていた（13人中5人）」という意見が見ら

れ、あらためて行動の重要性を認識することに繋がって

いた。準備期・熟考期・前熟考期の人は、実行期同様に

「差に驚いた（21人中6人）」、「思ったよりムダ使いし

ていた（21人中11人）」という意見と、「まぁ、こんな

ものなのでは、妥当な金額だと思う（21人中4人）」と

いう意見が見られ、計算されたコストの評価が分かれた。

このようにステージにより印象が異なることが分かった。 

負荷比較計算についても、ほとんどの人が「今まで考

えたことがなかったのでこれだけ出しているのかと驚い

た」等の影響を受けていたが、一部で「あまりぴんと来

ない」、「自分1人じゃ大したことないだろう」等の意見

も見られた。しかしながらコスト比較計算とは異なり、

ステージ別の違いは特に見られなかった。 

次に情報提供の影響について、印象を受けた資料とそ

の理由に関する記述に基づきステージごとに考察する。

初めに面接法の対象者について検討すると、維持期では、

「マップ」（表 2 参照。以下資料名につき同様）が最も

多く（5人中 4人）、「マイボトルに飲み物を提供してく

れるお店は知っていたけど、こんな風に地図で見られる

と分かりやすいし、利用してみたいと思った」という意

見が見られた。その他「店舗利用方法」等の印象が強く、

維持期の人は、自身の行動の強化に繋がるものに影響を

受けていると考えられる。実行期では、「マップ」と「バ

リエーション」が最も多く（8人中5人）、維持期と同様

の意見に加えて、「自分が今使っているもの以外にもたく

さん種類がある」、「今までと違った場所でも使ってみた
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い」という意見が見られた。これより実行期の人は、利

用シーンの拡大につながる情報に影響を受けていると考

えられる。熟考期では、「飲み物」（5人中 3人）、「マッ

プ」（5人中2人）を挙げ、「おいしそう、作ってみたい」

等の意見が見られた。これらより熟考期の人は、資料か

ら利用方法の多様さを認識したと考える。前熟考期では、

印象を受けた資料がばらついていた。また熟考期も、実

行期や維持期と比べると、印象に残った資料にばらつき

が見られた。一方、集合法ではいずれのステージにおい

てもコスト比較計算の印象が最も多く、次いで「飲料代

比較」であった。このように面接法と集合法で印象に残

った資料とステージの関係が異なっていた。このような

差が出た理由として、面接法では調査対象者の反応や関

心に合わせて情報提供を行うことができたが、集合法で

は、簡単な資料の説明以外は各自で読んでもらうという

方法で情報提供を行ったことが考えられる。しかし、そ

れ以外の点で、面接法と集合法での差は見られなかった

ことから、集合法を用いた調査2を施策化することも可

能だと考えられる。ただし情報提供については、施策を

実施する際に、ターゲットとするステージを想定した上

で、情報提供の内容を考慮する必要がある。 

最後に行動変容と行動プラン法について考察する。ス

テージの上昇のうち前熟考期～準備期の行動変容は、調

査1で1/11（9％）、調査2の面接法で0/7（0％）、集合

法で1/8（13％）、調査2全体で1/15（7％）であり、行

動変容の促進効果については調査1と2で特に差は見ら

れなかった。 

本調査における行動変容促進のための主な介入は行動

プランの作成なので、上記の理由を行動プラン票に対す

る印象に基づき検討すると、熟考期では意識の変化が見

られた人もいたが、「手間等もあるし自分には難しそう」

という人が存在した。これより行動プランの作成は手間

の認識を強化する可能性が考えられ、行動プラン法を活

用する際には、ステージの考慮や十分な動機付けの介入

などに留意する必要があると考えられた。 

5.結論 

 本研究ではマイボトルの持参促進に向けたコミュニケ

ーション手法の評価を目的とし、行動プラン法、コスト・

負荷比較計算、および各種の情報提供を検討した。また

対象者の行動変容への準備性を重視した TTMの適用可

能性を検討し、それを踏まえて介入の有効性を検討した。

その結果以下のことが明らかとなった。 

・TTM の考え方に基づいて調査対象者の行動変容ステ

ージを判定し、介入の効果を検討したところ、各ステー

ジで想定される意識・行動がしばしば見られた。これよ

り TTMはマイボトル持参行動に適用できる可能性があ

ると考えられた。 

・本研究では、行動プラン法+コスト・負荷比較計算の

介入によって、面接法では15人中5人（33％）、集合法

では 14人中 5人（36％）と、面接法・集合法で同程度

のステージの上昇が見られ、一定有効性が見られた。 

・前熟考期～準備期の行動変容は、面接法で0/7（0％）、

集合法で1/8（13％）、調査2全体で1/15（7％）であっ

た。調査2では、行動プラン法によって手間等のデメリ

ットも認識しつつも、コスト・負荷比較計算によってメ

リットを認識し、デメリットよりもメリットの影響が大

きいと感じた人に行動変容が見られた。 

・マイボトルを持参した場合のコスト及び環境負荷の削

減効果を自ら計算することは、全てのステージの人の意

識変化に一定の効果が見られ、ステージの上昇を促した。

コスト比較計算では、ステージにより受け止め方が異な

ったが、負荷比較計算についてはそのような傾向は見ら

れなかった。 

・情報提供については、調査対象者の反応や関心に合わ

せて情報提供を行った面接法ではステージによって印象

に残った資料が異なったが、一律に説明した集合法では、

ステージによらずコスト削減効果の計算と関連資料が印

象に残る傾向にあった。 

・集合法を用いた調査2の介入を施策化することは、提

供する情報をターゲットとするステージに合った内容に

すれば、可能だと考えられた。 

・今回の行動プラン法では、準備期の人の直後の実行意

図を高めること、前熟考期・熟考期の人の行動変容に対

する手間を認識させることには影響があったが、行動変

容にはほとんど影響が見られなかった。 

今後の課題としては、行動変容に有効な介入の検討、

施策化の方法の検討、マイボトルの持参行動以外の 2R

行動へのTTMの適用可能性の検討、などが挙げられる。 
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